
平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

木造住宅耐震診断促進事業

開始年度 2005 終了年度 2015

建築物の耐震改修の促進に関する法律

目的 昭和56年5月以前に建てられた木造住宅の耐震診断を促進する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 建築営繕課

昭和56年5月以前に建てられた木造住宅の耐震診断・プラン作成費用の支援を行なう。

事業コード

765

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 60

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

交付金事業

補助費等

補助金等名称

社会資本整備総合交付金　地域住宅
支援　住宅・建築物ストック形成事
業

1,458決算額

1,620
事
業
費

1,620予算額

1,350

【単位：千円】

675
1,620

H25（2013）

1,620

891

1,620

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

「広報さばえ」等による補助制度の周知 目標値 2 2 2 2 2回

実績値 2 3 2 2

木造住宅耐震診断戸数の累計 戸 目標値 200 400 238 263 288

計算
根拠

木造住宅耐震診断戸数累計

実績値 203 225 237 254

達成率
（％）

101 56 99.5 96.5

実数値

ランク A C Ａ Ａ

都市機能の充実したまちづ
くり

安全で良質な住宅供給を推
進する

住宅

基本目標 属性 基本施策

安全な住宅への改修促進

実施施策

5031

「人の増えるまち」づくり 安全安心安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

811

H25事業名 木造住宅耐震診断促進事業 765



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

平成２３年３月の東北地方太平洋沖地震の発生があったため、市民は住宅の耐震
化の必要性の認識が増加している。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

大規模の地震が起こった場合、甚大な人的・建物被害が発生するものと予想され
る。地震による死者数および経済被害を最小限に止めるために、建築物の耐震化
を進め、地震被害に強い都市づくりを推進する必要がある。

根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

委託料は福井県下統一料金となっている。鯖江市のみ補助割合を下げることは市
民への説明が困難である。根

拠

国3/6、県2/6の補助金を得ており、これ以上の財源確保はできない。

根
拠

対象戸数が多いため、予算の増額と市民への広報活動を行い成果を向上させる。

根
拠

木造住宅の耐震補強内容の模型を作成し、各種イベン
トで事業啓発を実施し、また、町内会での出前講座を
開催する。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

木造住宅の耐震補強内容の模型を用いて、各種イベン
トでの事業啓発や町内会での出前講座開催等により市
民への周知活動を行う。平

成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 木造住宅耐震診断促進事業 765



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

木造住宅耐震改修促進事業

開始年度 2008 終了年度 2015

建築物の耐震改修の促進に関する法律

目的 昭和56年5月以前に建てられた木造住宅の耐震化を促進する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 建築営繕課

昭和56年5月以前に建てられた木造住宅の耐震改修事業費（工事、設計、監理）の支援を行う。耐震診断の結果、診断評点が
1.0未満の耐震性が劣る住宅が対象。

事業コード

2417

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 64

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

交付金事業

補助費等

補助金等名称

社会資本整備総合交付金　地域住宅
支援　住宅・建築物安全ストック形
成事業

3,000決算額

9,000
事
業
費

4,500予算額

6,000

【単位：千円】

600
7,200

H25（2013）

6,000

4,941

7,200

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

「広報さばえ等」による補助制度の周知 目標値 2 2 2 2 2回

実績値 2 3 1 1

木造住宅耐震改修実施件数累計 戸 目標値 40 130 220 310 400

計算
根拠

実績値 22 32 33 38

達成率
（％）

55 25 15 12

実数値 38/310

ランク C Ｃ C Ｃ

都市機能の充実したまちづ
くり

安全で良質な住宅供給を推
進する

住宅

基本目標 属性 基本施策

安全な住宅への改修促進

実施施策

5031

「人の増えるまち」づくり 安全安心安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

811

H25事業名 木造住宅耐震改修促進事業 2417



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

住宅全体の改修の場合、補助金が最大で1,100,000円まで拡充されたのに伴い、
個人負担が軽減されることとなった。また、部分改修も用件を満たせば、
300,000円を限度に補助対象となる制度が新設されたので、景気の回復と耐震化
の必要性が認知されることで、今後、増加すると考える。

根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

地震に強いまちづくりは行政の目的である。耐震化が促進されることで、被災時
の被害を減少することができる。住宅の耐震化を推進するため補助金を交付し、
住宅所有者の耐震化工事を促すことができる。

根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

補助金等の活用

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

補助率、補助限度額を引き下げることで、コスト削減ができる。福井県下全域で
同率、同額で実施している事業のため、鯖江市のみ下げた場合の理解が得られな
いと考える。

根
拠

国、県の補助金の増加　財源は国：1/2*0.45=0.225　県：1/2　市：
1/2*0.55=0.275である。社会資本整備総合交付金事業の提案事業のため、基幹事
業の事業費を増額する。

根
拠

成果を向上するには補助率の増加、補助限度額の増加が考えられる。しかし、個
人財産に公金を補助するため、現在の割合、額が適正と考える。根

拠

耐震改修工事費の支援の増額および一部補強改修を対
象事業となるように拡充する。また、市民への周知と
所有者の意思決定が重要なことから、ＰＲなど啓発活
動を重点に取り組む。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

市民への周知と所有者の意思決定が重要なことから、
木造住宅の耐震補強内容の模型を用いて、各種イベン
トでの事業啓発や町内会での出前講座開催等により市
民への周知活動を行う。

平
成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 木造住宅耐震改修促進事業 2417



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

市営住宅管理運営事業

開始年度 1955 終了年度 9999

公営住宅法

目的 市営住宅の施設および入居者を適正に管理し、入居者が健康で文化的な生活を営めるようにする。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 建築営繕課

市営住宅の施設および入居者を適正に管理する。

事業コード

560

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

1.5会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

11,372決算額

12,960
事
業
費

13,508予算額

11,537

【単位：千円】

12,110
13,562

H25（2013）

13,383

11,858

13,333

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

市営住宅等管理戸数 目標値 486 486 486 498 498戸

実績値 486 486 486 497

市営住宅等入居率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

入居者/（管理戸数ー政策空家戸数）

実績値 99.8 98.5 98.5 99.1

達成率
（％）

99.8 98.5 98.5 99.1

実数値 469/470 463/470 463/470 481/485

ランク A A A Ａ

都市機能の充実したまちづ
くり

安全で良質な住宅供給を推
進する

住宅

基本目標 属性 基本施策

市営住宅の適正運営

実施施策

5032

H25事業名 市営住宅管理運営事業 560



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

Ｈ２５年度市営住宅募集戸数２４戸、応募者３４名であり、ニーズはある。な
お、Ｈ２４年度建設の平井団地Ｄ棟においては、募集戸数１２戸に対して、３７
名の応募があった。

根
拠

事業名 公営住宅事業

主体 福井県

福井県営住宅、鯖江市営住宅ともに公営住宅法による公営住宅であり、市営住宅
を廃止する場合は、福井県による施設の買取、および入居管理の引継ぎとなる。
しかし、福井県にはそのような意向はない。

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

公営住宅法による
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ある

不可能

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

施設の管理事務諸経費、地代がコストであり、削減可能な支出は滞納整理に要す
る訴訟費用であるが、H20より実施し数年は必要と思われる。根

拠

財源は市営住宅使用料が全額であり、公営住宅法により使用料は決定される。

根
拠

市営住宅を建設し管理戸数を増加することで、入居希望者の需要を満たし、成果
を向上することができる。根

拠

住宅に困窮する低所得者に対して良質な公営住宅を提
供し、適正管理を行う。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

住宅に困窮する低所得者に対して良質な公営住宅を提
供し、適正管理を行う。

平
成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 市営住宅管理運営事業 560



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

市営住宅ストック総合改善事業

開始年度 2008 終了年度 9999

目的 市営住宅の安全性および居住性の向上を図ることを目的とする。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 建築営繕課

住宅に困窮する低額所得者に対する住宅セーフティネット機能が充分に機能するため、地域住宅計画に基づき市営住宅ストッ
クを長寿命化型改善を実施する。

事業コード

2543

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 20

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

交付金事業

維持補修費

補助金等名称

社会資本整備総合交付金　地域住宅
支援　地域住宅計画事業4,095決算額

6,027
事
業
費

5,200予算額

6,027

【単位：千円】

6,069
25,300

H25（2013）

6,069

24,948

31,860

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

※設定困難 目標値

実績値 1

改修工事 棟 目標値 1 1 1 1 1

計算
根拠

実績値 0 1 1 1

達成率
（％）

0 100 100 100

実数値

ランク C A A Ａ

都市機能の充実したまちづ
くり

安全で良質な住宅供給を推
進する

住宅

基本目標 属性 基本施策

市営住宅の適正運営

実施施策
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平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

地域住宅計画（鯖江市地域）に基づき実施する必要がある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

公営住宅のストック総合改善は事業主体である鯖江市が行う。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

市営住宅の安全性、居住性向上の最低限を実施している。

根
拠

交付金事業として実施しており、これ以上の財源確保はできない。

根
拠

市営住宅にエレベーターを設置することが考えられるが、事業費、維持管理費を
考慮し現在の地域住宅計画にはない。根

拠

鯖江市営住宅等長寿命化計画に基づき、耐火構造住宅
の長寿命化に向け個別改善等を実施し、耐用年数期間
の適切な管理に努める。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

鯖江市営住宅等長寿命化計画に基づき、耐火構造住宅
の長寿命化に向け個別改善等を実施し、耐用年数期間
の適切な管理に努める。平

成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施
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